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企 業 局 管 理 規 程

鳥取県企業局に勤務する職員の職の設置等に関する規程の一部を改正する規程をここに公布する｡

平成18年３月31日

鳥取県知事 片 山 善 博

鳥取県企業局管理規程第４号

鳥取県企業局に勤務する職員の職の設置等に関する規程の一部を改正する規程

鳥取県企業局に勤務する職員の職の設置等に関する規程 (昭和39年鳥取県企業管理規程第１号) の一部を次の

ように改正する｡

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分 (以下 ｢改正部分｣ という｡) に対応する同表の改正後の欄中下線

が引かれた部分 (以下 ｢改正後部分｣ という｡) が存在する場合には､ 当該改正部分を当該改正後部分に改め､

改正部分に対応する改正後部分が存在しない場合には､ 当該改正部分を削る｡

附 則

…………………………………………………………………………………

……………………

………………………………………

………………

……………………………………

…………………………………………

鳥 取 県 公 報 (号外)第77号平成18年３月31日 金曜日 1

改 正 後 改 正 前

別表 (第３条関係)

１及び２ 略

３ 技術吏員をもって充てる職

土木技師､ 電気技師､ 運転士､ 保守員､ 管理技

術員

別表 (第３条関係)

１及び２ 略

３ 技術吏員をもって充てる職

土木技師､ 電気技師､ 自動車整備士､ 運転士､

保守員､ 操作員

�����
平成18年３月31日(金)

号外第77号

毎週火･金曜日発行



この規程は､ 平成18年４月１日から施行する｡

企業局企業職員の給与に関する規程等の一部を改正する規程をここに公布する｡

平成18年３月31日

鳥取県知事 片 山 善 博

鳥取県企業局管理規程第５号

企業局企業職員の給与に関する規程等の一部を改正する規程

(企業局企業職員の給与に関する規程の一部改正)

第１条 企業局企業職員の給与に関する規程 (昭和41年鳥取県企業管理規程第２号) の一部を次のように改正す

る｡

次の表の改正前の欄中条､ 項及び号の表示に下線が引かれた条､ 項及び号 (以下この条において ｢移動条項

等｣ という｡) に対応する同表の改正後の欄中条､ 項及び号の表示に下線が引かれた条､ 項及び号 (以下この

条において ｢移動後条項等｣ という｡) が存在する場合には､ 当該移動条項等を当該移動後条項等とし､ 移動

条項等に対応する移動後条項等が存在しない場合には､ 当該移動条項等 (以下この条において ｢削除条項等｣

という｡) を削り､ 移動後条項等に対応する移動条項等が存在しない場合には､ 当該移動後条項等 (以下この

条において ｢追加条項等｣ という｡) を加える｡

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分 (条及び号の表示並びに削除条項等を除く｡ 以下この条において

｢改正部分｣ という｡) に対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分 (条及び号の表示並びに追加条項等

を除く｡ 以下この条において ｢改正後部分｣ という｡) が存在する場合には､ 当該改正部分を当該改正後部分

に改め､ 改正部分に対応する改正後部分が存在しない場合には､ 当該改正部分を削り､ 改正後部分に対応する

改正部分が存在しない場合には､ 当該改正後部分を加える｡

次の表の改正前の欄の表中太線で囲まれた部分を削る｡
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改 正 後 改 正 前

(企業局特定任期付職員の号給の決定の基準)

第６条 略

(住居手当の適用除外職員等)

第７条 略

(単身赴任手当)

第８条 略

(特殊勤務手当の種類)

(企業局特定任期付職員の号給の決定の基準)

第５条の２ 略

(調整手当)

第５条の３ 条例第４条の２の企業管理規程で定める

職員及び期間は､ 給与条例の適用を受ける職員の例

による｡

(住居手当の適用除外職員等)

第５条の４ 略

(単身赴任手当)

第５条の５ 略

(特殊勤務手当の種類)
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第９条 特殊勤務手当の種類は､ 次の各号に掲げると

おりとする｡

(１) 特殊現場作業手当

(２) 災害応急等作業手当

(３) 用地交渉手当

第６条 特殊勤務手当の種類は､ 次の各号に掲げると

おりとする｡

(１) 発電所等管理業務手当

(２) 発電集中制御業務手当

(３) 特殊現場作業手当

(４) 発電用導水路等設置作業手当

(５) 災害応急作業手当

(６) 工業用水送水機器操作保守業務手当

(７) 用地交渉手当

(発電所等管理業務手当)

第７条 発電所等管理業務手当は､ 次に掲げる場合に

支給する｡

(１) 職員のうち知事の定める職員が発電所又は工

業用水道施設の維持管理に関する業務のうち知事

の定める困難な業務に従事したとき｡

(２) 職員 (前号に掲げる者を除く｡) が発電所又

は工業用水道施設の維持管理に関する業務のうち

知事の定める困難な業務に従事したとき｡

２ 前項の手当の額は､ 次の各号に掲げる業務の区分

に応じ､ 当該各号に定める額とする｡ ただし､ 前項

第２号の業務に係る１月の手当の総額は､ 第１号に

定める額を超えることができない｡

(１) 前項第１号の業務 月額 ２万1,600円

(２) 前項第２号の業務 職員が業務に従事した日

１日につき1,200円

３ 前項の規定にかかわらず､ 正規の勤務時間による

勤務の一部又は全部が深夜 (午後10時から翌日の午

前５時までの間をいう｡ 以下同じ｡) であって､ 容

易に他の職員からの応援が得られない状況において

第１項各号の業務に従事した場合における同項の手

当の額は､ 前項各号に定める額に勤務１回につき

600円を加算した額とする｡

(発電集中制御業務手当)

第８条 発電集中制御業務手当は､ 次に掲げる場合に

支給する｡

(１) 東部事務所に勤務する職員のうち知事の定め

る職員が困難な発電集中制御の業務に従事したと

き｡

(２) 東部事務所に勤務する職員 (前号に掲げる者

を除く｡) が困難な発電集中制御の業務に従事し

たとき｡
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(特殊現場作業手当)

第10条 特殊現場作業手当は､ 次の各号に掲げる場合

に支給する｡

(１) 略

(２) 職員がトンネルの坑内で行う監督､ 検査､ 測

量､ 調査､ 指導その他これに類する業務に従事し

たとき｡

(３) 職員が発電所の建設現場 (第６号に掲げる手

当の支給対象となる箇所を除く｡) で行う監督､

検査､ 測量､ 調査又は指導の業務に従事したとき｡

(４) 職員が発電所の維持管理に関する業務のうち､

知事の定める困難な業務 (次号の業務を除く｡)

に従事したとき｡

(５) 職員が発電所の維持管理に関する業務のうち､

風力発電所のタワーの昇降並びに発電所鉄管路､

無圧隧
ずい

道､ サージタンク､ ダムにおける取水口・

ゲート及び圧力隧
ずい

道の点検に係る業務に従事した

とき｡

(６) 職員が著しく足場が不安定で危険な箇所で行

う発電用導水路及び水圧管路設置工事の監督､ 検

査､ 測量､ 調査又は指導の業務に従事したとき｡

(７) 職員が工業用水道施設の維持管理に関する業

務のうち､ 知事の定める困難な業務 (次号の業務

を除く｡) に従事したとき｡

(８) 職員が工業用水道施設の維持管理に関する業

２ 前項の手当の額は､ 次の各号に掲げる業務の区分

に応じ､ 当該各号に定める額とする｡ ただし､ 前項

第２号の業務に係る１月の手当の総額は､ 第１号に

定める額を超えることができない｡

(１) 前項第１号の業務 月額 ２万1,600円

(２) 前項第２号の業務 職員が業務に従事した日

１日につき1,200円

３ 前項の規定にかかわらず､ 正規の勤務時間による

勤務の一部又は全部が深夜であって､ 容易に他の職

員からの応援が得られない状況において第１項各号

の業務に従事した場合における同項の手当の額は､

前項各号に定める額に勤務１回につき600円を加算

した額とする｡

(特殊現場作業手当)

第９条 特殊現場作業手当は､ 次の各号に掲げる場合

に支給する｡

(１) 略

(２) 職員が橋脚の基礎工事その他港湾､ 河川等に

おけるこれに類する工事において､ 水面下４メー

トル以上の深所で行う監督､ 検査､ 測量､ 調査又

は指導の業務に従事したとき｡

(３) 職員がトンネルの坑内で行う監督､ 検査､ 測

量､ 調査又は指導の業務に従事したとき｡

(４) 職員が発電所の建設現場 (次条に規定する手

当の支給対象となる箇所を除く｡) で行う監督､

検査､ 測量､ 調査又は指導の業務に従事したとき｡
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務のうち､ 浄水場着水井 (沈砂池において､ 河川

から汲み上げた水の流速を弱める部分をいう｡)

の点検に係る業務に従事したとき｡

２ 前項の手当の額は､ 職員が業務に従事した日１日

につき､ 次の各号に掲げる業務の区分に応じ､ 当該

各号に定める額とする｡

(１) 前項第１号､ 第２号､ 第４号､ 第６号及び第

７号の業務 300円

(２) 前項第３号､ 第５号及び第８号の業務 (次号

の業務を除く｡) 600円

(３) 前項第５号の業務のうち､ 圧力隧
ずい

道の点検に

係る業務 1,200円

３ 第１項各号のいずれかの業務で､ 当該業務に係る

手当が支給される日については､ 当該業務以外の同

項各号に掲げる業務に係る手当は支給しない｡

２ 前項の手当の額は､ 職員が業務に従事した日１日

につき､ 次の各号に掲げる業務の区分に応じ､ 当該

各号に定める額とする｡

(１) 前項第１号及び第２号の業務 220円 (同項

第１号の業務のうち､ 地上又は水面上20メートル

以上の箇所で行われた業務にあっては､ 320円)

(２) 前項第３号の業務 560円

(３) 前項第４号の業務 690円

３ 第１項各号に掲げる業務のうち次の表の左欄に掲

げる業務に係る手当が支給される日については､ そ

れぞれ同表の右欄に掲げる業務に係る手当は支給し

ない｡

第１号の業務 第２号の業務

第３号の業務 第１号の業務

第２号の業務

第４号の業務 第１号の業務

第２号の業務

第３号の業務

(発電用導水路等設置作業手当)

第10条 発電用導水路等設置作業手当は､ 職員が著し

く足場が不安定で危険な箇所で行う発電用導水路及

び水圧管路設置工事の監督､ 検査､ 測量､ 調査又は

指導の業務に従事したときに支給する｡

２ 前項の手当の額は､ 職員が前項の業務に従事した

日１日につき1,040円とする｡

(災害応急等作業手当)

第11条 災害応急等作業手当は､ 次に掲げる場合に支

給する｡

(１) 職員が異常な自然現象若しくは大規模な事故

等により重大な災害が発生し､ 若しくは発生する

おそれがある県が管理する現場 (以下 ｢災害現場｣

という｡) において行う巡回監視の業務 (次号の

業務を除く｡) 又は当該災害現場における重大な

災害の発生した箇所若しくは発生するおそれの著

しい箇所で行う応急作業､ 応急作業のための災害

状況の調査若しくは災害救助 (次項において ｢応

(災害応急作業手当)

第11条 災害応急作業手当は､ 次に掲げる場合に支給

する｡

(１) 職員が異常な自然現象により重大な災害が発

生し､ 又は発生するおそれがある県が管理する現

場 (以下 ｢災害現場｣ という｡) において行う巡

回監視の業務に従事したとき｡
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急作業等｣ という｡ ) の業務に従事したとき｡

(２) 職員がダム又は鉄管路における災害現場にお

いて急斜面での作業を伴う巡回監視の業務に従事

したとき｡

(３) 略

２ 前項の手当の額は､ 職員が業務に従事した日１日

につき､ 次の各号に掲げる業務の区分に応じ､ 当該

各号に定める額とする｡

(１) 前項第１号の業務 (巡回監視の業務に限る｡)

600円

(２) 前項第１号の業務 (応急作業等の業務に限る｡)

及び第２号の業務 1,200円

(３) 前項第３号の業務 1,200円の範囲内におい

て知事の定める額

３ 前項の規定にかかわらず､ 第１項各号に掲げる業

務が知事が著しく危険であると認める区域で行われ

た場合の同項の手当の額は､ 前項各号に定める額に

その額の100分の100 (当該業務が日没時から日出時

までの間において行われた場合にあっては100分の

150) に相当する額を加算した額とする｡

(２) 職員が災害現場における重大な災害の発生し

た箇所又は発生するおそれの著しい箇所で行う応

急作業又は応急作業のための災害状況の調査の業

務に従事したとき｡

(３) 略

２ 前項の手当の額は､ 職員が業務に従事した日１日

につき､ 次の各号に掲げる業務の区分に応じ､ 当該

各号に定める額とする｡

(１) 前項第１号の業務 480円

(２) 前項第２号の業務 730円

(３) 前項第３号の業務 730円の範囲内において

知事の定める額

３ 前項の規定にかかわらず､ 次の各号に掲げる場合

の第１項の手当の額は､ それぞれ当該各号に定める

額とする｡ ただし､ 同一の日において第１号に掲げ

る場合及び第２号に掲げる場合に該当するときにあっ

ては､ 第２号に定める額を同項の手当の額とする｡

(１) 第１項各号の業務が日没時から日出時までの

間において行われた場合 前項各号に定める額に

その100分の50に相当する額を加算した額

(２) 第１項各号の業務が知事が著しく危険である

と認める区域で行われた場合 前項各号に定める

額にその100分の100に相当する額を加算した額

(工業用水送水機器操作保守業務手当)

第12条 工業用水送水機器操作保守業務手当は､ 次に

掲げる場合に支給する｡

(１) 事務所 (東部事務所又は西部事務所をいう｡

次号､ 別表第１及び別表第２において同じ｡) に

勤務する職員のうち知事の定める職員が工業用水

の送水機器の困難な操作及び保守の業務に従事し

たとき｡

(２) 事務所に勤務する職員 (前号に掲げる者を除

く｡) が工業用水の送水機器の困難な操作及び保

守の業務に従事したとき｡

２ 前項の手当の額は､ 次の各号に掲げる業務の区分

に応じ､ 当該各号に定める額とする｡ ただし､ 前項

第２号の業務に係る１月の手当の総額は､ 第１号に

定める額を超えることができない｡
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(用地交渉手当)

第12条 略

２ 前項の手当の額は､ 業務に従事した日１日につき

600円とする｡

(併給禁止)

第13条 特殊現場作業手当の支給を受けるときは､ 災

害応急等作業手当は支給しない｡ ただし､ この規定

により支給されないこととなる災害応急等作業手当

の額が特殊現場作業手当の額を超えるときは､ 災害

応急等作業手当を支給し､ 特殊現場作業手当は支給

しない｡

(１) 前項第１号の業務 月額 ２万1,600円

(２) 前項第２号の業務 職員が業務に従事した日

１日につき1,200円

３ 前項の規定にかかわらず､ 正規の勤務時間による

勤務の一部又は全部が深夜であって､ 容易に他の職

員からの応援が得られない状況において第１項各号

の業務に従事した場合における同項の手当の額は､

前項各号に定める額に勤務１回につき600円を加算

した額とする｡

第13条 削除

(用地交渉手当)

第13条の２ 略

２ 前項の手当の額は､ 業務に従事した時間１時間に

つき320円とする｡

(併給禁止)

第13条の３ 次の表の左欄に掲げる特殊勤務手当の支

給を受けるときは､ それぞれ同表の右欄に掲げる特

殊勤務手当は支給しない｡ ただし､ この規定により

支給されないこととなる同表の右欄に掲げる特殊勤

務手当の額が当該手当に対応する同表の左欄に掲げ

る特殊勤務手当の額を超えるときは､ その同表の右

欄に掲げる１の特殊勤務手当を支給し､ 当該手当に

対応する同表の左欄に掲げる特殊勤務手当は支給し

ない｡

発電所等管理業務手当 発電集中制御業務手当

災害応急作業手当

工業用水送水機器操作保

守業務手当

特殊現場作業手当

発電用導水路等設置作業

手当

発電集中制御業務手当 災害応急作業手当

特殊現場作業手当

発電用導水路等設置作業

手当

工業用水送水機器操作

保守業務手当

災害応急作業手当

特殊現場作業手当

発電用導水路等設置作業

手当

発電用導水路等設置作 特殊現場作業手当
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業手当

(手当の支給の特例)

第13条の２ 第10条第１項各号 (第３号の業務に係る

ものを除く｡) に掲げる特殊勤務手当の支給される

業務に従事した時間が１日について４時間に満たな

い場合におけるその日の当該特殊勤務手当の額は､

第10条第２項に定める額に100分の60を乗じて得た

額とする｡

(手当の支給の特例)

第13条の４ 月の１日から末日までの間において次の

各号に掲げる特殊勤務手当の支給される業務に従事

した日数が15日未満である場合における当該特殊勤

務手当の額は､ それぞれ第７条第２項第１号､ 第８

条第２項第１号又は第12条第２項第１号に定める額

に､ 当該業務に従事した日数が１日以上８日未満で

ある場合にあっては100分の30を､ ８日以上15日未

満である場合にあっては100分の60を乗じて得た額

とする｡

(１) 発電所等管理業務手当 (第７条第１項第１号

の業務に係るものに限る｡)

(２) 発電集中制御業務手当 (第８条第１項第１号

の業務に係るものに限る｡)

(３) 工業用水送水機器操作保守業務手当 (第12条

第１項第１号の業務に係るものに限る｡)

２ 前項の規定にかかわらず､ 次の各号に掲げる業務

に地方公務員法第28条の５第１項に規定する短時間

勤務の職を占める職員 (以下 ｢短時間勤務職員｣ と

いう｡) が従事した場合における当該業務に係る特

殊勤務手当の額は､ それぞれ当該各号に定める額に

職員の勤務時間､ 休暇等に関する条例 (平成６年鳥

取県条例第35号｡ 以下 ｢勤務時間条例｣ という｡)

第２条第２項の規定の適用を受ける短時間勤務職員

の例により定められたその者の勤務時間を同条第１

項に規定する勤務時間で除して得た数を乗じて得た

額とする｡

(１) 第７条第１項第１号の業務 同条第２項第１

号に定める額

(２) 第８条第１項第１号の業務 同条第２項第１

号に定める額

(３) 第12条第１項第１号の業務 同条第２項第１

号に定める額

３ 前２項の規定にかかわらず､ 短時間勤務職員の月

の１日から末日までの間における前項各号に掲げる

特殊勤務手当の支給される業務に従事した日数がそ

の月の現日数から勤務時間条例第３条第１項に規定

する週休日の日数 (その月の中途において新たに採

用された職員その他の知事の定める職員にあっては､

知事の定める日数) を差し引いた日数 (以下この項

において ｢要勤務日数｣ という｡) に15を常時勤務
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(特地勤務手当等)

第13条の３ 略

(休日勤務手当)

第13条の４ 条例第11条第１項に規定する企業管理規

程で定める日は､ 次の各号に定める日とする｡

(１) 職員の勤務時間､ 休暇等に関する条例 (平成

６年鳥取県条例第35号｡ 以下 ｢勤務時間条例｣ と

いう｡) 第11条に規定する祝日法による休日 (勤

務時間条例第12条第１項の規定により代休日を指

定されて､ 当該休日に割り振られた勤務時間の全

部を勤務した職員にあっては､ 当該休日に代わる

代休日)

(２) 勤務時間条例第11条に規定する年末年始の休

を要する職員の要勤務日数を考慮して知事の定める

数 (以下この項において ｢特定数｣ という｡) で除

して得た数を乗じて得た日数 (その日数に１日未満

の端数があるときは､ これを四捨五入して得た日数｡

以下この項において同じ｡) 未満である場合の当該

特殊勤務手当の額は､ 当該業務に従事した日数が要

勤務日数に８を特定数で除して得た数を乗じて得た

日数以上要勤務日数に15を特定数で除して得た数を

乗じて得た日数未満である場合にあっては100分の

60を､ １日以上要勤務日数に８を特定数で除して得

た数を乗じて得た日数未満である場合にあっては

100分の30を､ それぞれ前項の規定による額に乗じ

て得た額とする｡

４ 次の各号に掲げる特殊勤務手当の支給される業務

に従事した時間が１日について４時間に満たない場

合におけるその日の当該特殊勤務手当の額は､ それ

ぞれ第７条第２項第２号､ 第８条第２項第２号､ 第

９条第２項､ 第10条第２項又は第12条第２項第２号

に定める額に100分の60を乗じて得た額とする｡

(１) 発電所等管理業務手当 (第７条第１項第２号

の業務に係るものに限る｡)

(２) 発電集中制御業務手当 (第８条第１項第２号

の業務に係るものに限る｡)

(３) 特殊現場作業手当 (第９条第１項第４号の業

務に係るものを除く｡)

(４) 発電用導水路等設置作業手当

(５) 工業用水送水機器操作保守業務手当 (第12条

第１項第２号の業務に係るものに限る｡)

(特地勤務手当等)

第13条の５ 略

(休日勤務手当)

第13条の６ 条例第11条第１項に規定する企業管理規

程で定める日は､ 次の各号に定める日とする｡

(１) 勤務時間条例第11条に規定する祝日法による

休日 (勤務時間条例第12条第１項の規定により代

休日を指定されて､ 当該休日に割り振られた勤務

時間の全部を勤務した職員にあっては､ 当該休日

に代わる代休日｡ 以下 ｢祝日法による休日等｣ と

いう｡)

(２) 勤務時間条例第11条に規定する年末年始の休
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日 (勤務時間条例第12条第１項の規定により代休

日を指定されて､ 当該休日に割り振られた勤務時

間の全部を勤務した職員にあっては､ 当該休日に

代わる代休日)

(３)及び(４) 略

(管理職手当)

第14条 管理職手当の支給を受ける職員の職は､ 別表

第２の左欄に掲げる組織に応じ､ それぞれ同表の中

欄に掲げる職 (知事がこれに相当すると認める職を

含む｡) とし､ これらの職にある職員に対する管理

職手当の額は､ その者の給料月額にそれぞれ同表の

右欄に掲げる支給割合を乗じて得た額 (地方公務員

法第28条の５第１項に規定する短時間勤務の職を占

める職員 (以下 ｢短時間勤務職員｣ という｡) につ

いて､ その額に１円未満の端数があるときは､ その

端数を切り捨てた額) とする｡

(管理職員特別勤務手当)

第14条の２ 略

２ 略

３ 条例第12条の２の企業管理規程で定める日は､ 第

13条の４第１号又は第２号に規定する日とする｡

(勤務１時間当たりの給与額の算出)

第19条 条例第８条､ 第10条及び第11条の手当を支給

する場合の勤務１時間当たりの給与額は､ 職員の勤

務が第９条に規定する特殊勤務手当の支給の対象と

ならない勤務であるときは､ 給与の月額､ これに対

する初任給調整手当の月額及び特地勤務手当 (これ

に準ずる手当を含む｡) の月額の合計額に12を乗じ､

その額を１週間の勤務時間に52を乗じたものから８

時間に18を乗じたもの (短時間勤務職員にあっては､

勤務時間条例第２条第２項の規定の適用を受ける短

時間勤務職員の例により定められたその者の勤務時

間をその者の１週間当たりの勤務日 (勤務時間条例

第５条に規定する勤務日をいう｡ 以下同じ｡) の日

数で除して得た時間に､ 18にその者の１週間当たり

の勤務日の日数を５で除して得た数を乗じて得た数

を乗じて得た時間数) を減じたもので除して得た額

(以下この項において ｢月額給与の時間額｣ という｡)

とし､ 職員の勤務が特殊勤務手当の支給の対象とな

る勤務であるときは､ 月額給与の時間額に､ その金

日 (勤務時間条例第12条第１項の規定により代休

日を指定されて､ 当該休日に割り振られた勤務時

間の全部を勤務した職員にあっては､ 当該休日に

代わる代休日｡ 以下 ｢年末年始の休日等｣ という｡)

(３)及び(４) 略

(管理職手当)

第14条 管理職手当の支給を受ける職員の職は､ 別表

第２の左欄に掲げる組織に応じ､ それぞれ同表の中

欄に掲げる職 (知事がこれに相当すると認める職を

含む｡) とし､ これらの職にある職員に対する管理

職手当の額は､ その者の給料月額にそれぞれ同表の

右欄に掲げる支給割合を乗じて得た額 (短時間勤務

職員について､ その額に１円未満の端数があるとき

は､ その端数を切り捨てた額) とする｡

(管理職員特別勤務手当)

第14条の２ 略

２ 略

３ 条例第12条の２の企業管理規程で定める日は､ 第

13条の６第１号又は第２号に規定する日とする｡

(勤務１時間当たりの給与額の算出)

第19条 条例第８条､ 第10条及び第11条の手当を支給

する場合の勤務１時間当たりの給与額は､ 職員の勤

務が第６条に規定する特殊勤務手当の支給の対象と

ならない勤務であるときは､ 給与の月額､ これに対

する調整手当の月額､ 初任給調整手当の月額及び特

地勤務手当 (これに準ずる手当を含む｡) の月額の

合計額に12を乗じ､ その額を１週間の勤務時間に

52を乗じたものから８時間に18を乗じたもの (短時

間勤務職員にあっては､ 勤務時間条例第２条第２項

の規定の適用を受ける短時間勤務職員の例により定

められたその者の勤務時間をその者の１週間当たり

の勤務日 (勤務時間条例第５条に規定する勤務日を

いう｡ 以下同じ｡) の日数で除して得た時間に､

18にその者の１週間当たりの勤務日の日数を５で除

して得た数を乗じて得た数を乗じて得た時間数) を

減じたもので除して得た額 (以下この項において

｢月額給与の時間額｣ という｡) とし､ 職員の勤務が

特殊勤務手当の支給の対象となる勤務であるときは､



第２条 企業局企業職員の給与に関する規程の一部を次のように改正する｡

別表第１を次のように改める｡

別表第１ (第３条､ 第４条関係)

級別職務分類表

ア 一般職員

イ 現業職員

(企業局企業職員の給与に関する規程の一部を改正する規程の一部改正)

第３条 企業局企業職員の給与に関する規程の一部を改正する規程 (平成17年鳥取県企業局管理規程第８号) の

一部を次のように改正する｡

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分 (以下この条において ｢改正部分｣ という｡) を当該改正部分に

対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める｡
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額を８で除して得た額を加算した額とする｡

２ 略

月額給与の時間額に次に掲げる額を加算した額とす

る｡

(１) 日によって定められた特殊勤務手当について

は､ その金額を８で除して得た額

(２) 月によって定められた特殊勤務手当について

は､ その金額に12を乗じ､ その額を１週間当たり

の勤務時間に52を乗じたものから８時間 (短時間

勤務職員にあっては､ 勤務時間条例の適用を受け

る短時間勤務職員の例により定められたその者の

勤務時間をその者の１週間当たりの勤務日の日数

で除して得た時間) に18 (短時間勤務職員にあっ

ては､ 18にその者の１週間当たりの勤務日の日数

を５で除して得た数を乗じて得た数) を乗じたも

のを減じたもので除して得た額

２ 略

職務の級 職 務

１級 主事､ 電気技師又は土木技師の職務

２級 高度の知識又は経験を必要とする業務を行う主事､ 電気技師又は土木技師の職務

３級 係長又は副主幹の職務

４級 課長補佐､ 主幹又は事務所 (東部事務所又は西部事務所をいう｡ 以下同じ｡) の次長

の職務

５級 困難な業務を処理する課長補佐､ 主幹又は事務所の次長の職務

６級 課長､ 所長､ 室長又は参事の職務

７級 困難な業務を処理する課長又は所長の職務

８級 本局の次長の職務

９級 局長の職務

職務の級 職 務

１級 運転士､ 保守員又は管理技術員の職務

２級 困難な業務を処理する運転士､ 保守員又は管理技術員の職務



附 則

(施行期日)

１ この規程は､ 平成18年４月１日から施行する｡

(経過措置)

２ この規程による改正後の企業局企業職員の給与に関する規程第３条第４項､ 第４条及び別表第１の規定の適

用について必要な経過措置に関しては､ 職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例 (平成18年鳥取県条

例第43号) 附則第２条から第９条の規定の適用を受ける職員の例による｡

鳥取県企業局組織規程の一部を改正する規程をここに公布する｡

平成18年３月31日

鳥取県知事 片 山 善 博

鳥取県企業局管理規程第６号

鳥取県企業局組織規程の一部を改正する規程

鳥取県企業局組織規程 (平成５年鳥取県企業管理規程第４号) の一部を次のように改正する｡

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分 (以下 ｢改正部分｣ という｡) を当該改正部分に対応する同表の改

正後の欄中下線が引かれた部分に改める｡
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改 正 後 改 正 前

附 則

(施行期日)

１ 略

(経過措置)

２ この規程による改正後の企業局企業職員の給与に

関する規程第３条第４項､ 第４条及び別表第１の規

定の適用について必要な経過措置に関しては､ 職員

の給与に関する条例等の一部を改正する条例 (平成

17年鳥取県条例第109号) 附則第５項､ 第６項､ 第

９項から第11項まで及び第18項の規定の適用を受け

る職員の例による｡

附 則

(施行期日)

１ 略

(経過措置)

２ この規程による改正後の企業局企業職員の給与に

関する規程第３条第４項､ 第４条及び別表第１の規

定の適用について必要な経過措置に関しては､ 職員

の給与に関する条例等の一部を改正する条例 (平成

17年鳥取県条例第109号) 附則第５項､ 第６項､ 第

10項から第12項まで及び第20項の規定の適用を受け

る職員の例による｡

改 正 後 改 正 前

(課及び係等の設置)

第４条 本局に次の表の左欄に掲げる課を置き､ 課に

それぞれ同表の右欄に掲げる係及び室 (以下 ｢係等｣

という｡) を置く｡

(課及び係等の設置)

第４条 本局に次の表の左欄に掲げる課を置き､ 課に

それぞれ同表の右欄に掲げる係及び室 (以下 ｢係等｣

という｡) を置く｡

略 略

工務課 電気係､ 施設係 工務課 電気係､ 土木係



附 則

この規程は､ 平成18年４月１日から施行する｡

企業局企業職員の給与の特例に関する規程の一部を改正する規程をここに公布する｡

平成18年３月31日

鳥取県知事 片 山 善 博

鳥取県企業局管理規程第７号

企業局企業職員の給与の特例に関する規程の一部を改正する規程

企業局企業職員の給与の特例に関する規程 (平成17年鳥取県企業局管理規程第２号) の一部を次のように改正

する｡

次の表の改正前の欄中別表の細目の表示に下線が引かれた別表の細目 (以下 ｢削除別表細目｣ という｡) を削

る｡

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分 (削除別表細目を除く｡ 以下 ｢改正部分｣ という｡) に対応する同

表の改正後の欄中下線が引かれた部分 (以下 ｢改正後部分｣ という｡) が存在する場合には､ 当該改正部分を当

該改正後部分に改め､ 改正部分に対応する改正後部分が存在しない場合には､ 当該改正部分を削り､ 改正後部分

に対応する改正部分が存在しない場合には､ 当該改正後部分を加える｡
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(係の設置)

第10条 次の表の左欄に掲げる所に､ それぞれ同表の

右欄に掲げる係を置く｡

(係の設置)

第10条 次の表の左欄に掲げる所に､ それぞれ同表の

右欄に掲げる係を置く｡

鳥取県企業局東部事務所 管理係､ 施設係､ 運転係 鳥取県企業局東部事務所 管理係､ 土木係､ 運転係

鳥取県企業局西部事務所 施設係､ 管理係 鳥取県企業局西部事務所 土木係､ 管理係

改 正 後 改 正 前

(給料月額の特例)

第２条 平成17年４月１日から平成20年３月31日まで

の間 (以下 ｢特例期間｣ という｡) における企業局

企業職員の給与に関する規程 (昭和41年鳥取県企業

管理規程第２号｡ 以下 ｢給与規程｣ という｡) の適

用を受ける企業局企業職員 (企業局企業職員のうち､

任期付職員の採用等に関する条例 (平成14年鳥取県

条例第67号｡ 以下 ｢任期付職員条例｣ という｡) 第

２条第１項の規定により任期を定めて採用された職

員 (以下 ｢企業局特定任期付職員｣ という｡) を除

く｡ 以下 ｢職員｣ という｡) の給与月額は､ 給与規

程第３条第１項の規定によりその例によることとさ

れる職員の給与に関する条例 (昭和26年鳥取県条例

(給料月額の特例)

第２条 平成17年４月１日から平成20年３月31日まで

の間 (以下 ｢特例期間｣ という｡) における企業局

企業職員の給与に関する規程 (昭和41年鳥取県企業

管理規程第２号｡ 以下 ｢給与規程｣ という｡) の適

用を受ける企業局企業職員 (企業局企業職員のうち､

任期付職員の採用等に関する条例 (平成14年鳥取県

条例第67号｡ 以下 ｢任期付職員条例｣ という｡) 第

２条第１項の規定により任期を定めて採用された職

員 (以下 ｢企業局特定任期付職員｣ という｡) を除

く｡ 以下 ｢職員｣ という｡) の給与月額は､ 給与規

程第３条第１項の規定によりその例によることとさ

れる職員の給与に関する条例 (昭和26年鳥取県条例
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第３号｡ 以下 ｢給与条例｣ という｡) 第３条第１項､

給与規程第３条第３項の規定によりその例によるこ

ととされる現業職員の給与に関する規則 (昭和32年

鳥取県規則第46号｡ 以下 ｢現業給与規則｣ という｡)

第２条第１項､ 給与規程第５条第１項の規定により

その例によることとされる給与条例第４条第11項､

給与規程第５条第２項の規定によりその例によるこ

ととされる現業給与規則第３条の２第４項及び第５

項､ 企業局企業職員の給与に関する規程の一部を改

正する規程 (平成17年鳥取県企業局管理規程第５号)

附則第３項の規定によりその例によることとされる

現業職員の給与に関する規則の一部を改正する規則

(平成17年鳥取県規則第89号) 附則第７項並びに給

与規程第20条の規定によりその例によることとされ

る給与条例第４条の２の規定にかかわらず､ これら

の規定により定められた額 (以下 ｢給料基礎額｣ と

いう｡) から当該額に次の各号に掲げる職員の区分

に応じ､ 当該各号に定める割合 (以下 ｢特定割合｣

という｡) を乗じて得た額 (当該額に１円未満の端

数が生じたときは､ これを切り捨てた額) を減じた

額とする｡

(１) 管理職手当の支給を受ける職員のうちその支

給割合が100分の25であるもの 100分の５

(２) 別表の左欄に掲げる給料表の適用を受ける職

員のうち､ それぞれ同表の右欄に定める者に該当

するもの 100分の３

(３) 前２号に掲げる職員以外の職員 100分の４

２ 前項の規定にかかわらず､ 職員に係る次に掲げる

額の算出の基礎となる給料月額は､ 給料基礎額とす

る｡

(１) 略

(２) 給与規程第19条第１項に規定する勤務１時間

当たりの給与額

(期末手当等の額の特例)

第４条 特例期間における職員の期末手当及び勤勉手

当の額については､ 給与規程第20条の規定にかかわ

らず､ 次の各号に掲げる職員の区分に応じ､ 当該各

号に定める者の例による｡

(１)～(３) 略

(企業局特定任期付職員の給与の額の特例)

第５条 特例期間における企業局特定任期付職員の給

第３号｡ 以下 ｢給与条例｣ という｡) 第３条第１項､

給与規程第３条第３項の規定によりその例によるこ

ととされる現業職員の給与に関する規則 (昭和32年

鳥取県規則第46号｡ 以下 ｢現業給与規則｣ という｡)

第２条第１項､ 給与規程第５条第１項の規定により

その例によることとされる給与条例第４条第11項､

給与規程第５条第２項の規定によりその例によるこ

ととされる現業給与規則第３条の２第４項及び第５

項､ 企業局企業職員の給与に関する規程の一部を改

正する規程 (平成17年鳥取県企業局管理規程第５号)

附則第３項の規定によりその例によることとされる

現業職員の給与に関する規則の一部を改正する規則

(平成17年鳥取県規則第89号) 附則第７項並びに給

与規程第19条の規定によりその例によることとされ

る給与条例第４条第５項及び第４条の２の規定にか

かわらず､ これらの規定により定められた額 (以下

｢給料基礎額｣ という｡) から当該額に次の各号に掲

げる職員の区分に応じ､ 当該各号に定める割合 (以

下 ｢特定割合｣ という｡) を乗じて得た額 (当該額

に１円未満の端数が生じたときは､ これを切り捨て

た額) を減じた額とする｡

(１) 管理職手当の支給を受ける職員のうちその支

給割合が100分の25であるもの 100分の６

(２) 別表の左欄に掲げる給料表の適用を受ける職

員のうち､ それぞれ同表の右欄に定める者に該当

するもの 100分の４

(３) 前２号に掲げる職員以外の職員 100分の５

２ 前項の規定にかかわらず､ 職員に係る次に掲げる

額の算出の基礎となる給料月額は､ 給料基礎額とす

る｡

(１) 略

(２) 給与規程第18条第１項に規定する勤務１時間

当たりの給与額

(調整手当等の額の特例)

第４条 特例期間における職員の調整手当､ 期末手当

及び勤勉手当の額については､ 給与規程第19条の規

定にかかわらず､ 次の各号に掲げる職員の区分に応

じ､ 当該各号に定める者の例による｡

(１)～(３) 略

(企業局特定任期付職員の給与の額の特例)

第５条 特例期間における企業局特定任期付職員の給



附 則

この規程は､ 平成18年４月１日から施行する｡
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料月額は､ 給与規程第３条第２項及び第20条の規定

によりその例によることとされる任期付職員条例第

７条第１項及び第３項の規定にかかわらず､ これら

の規定に定める額から当該額に100分の４を乗じて

得た額を減じた額とする｡ ただし､ 第２条第２項第

１号に掲げる額の算出の基礎となる給料月額は､ こ

れらの規定に定める額とする｡

２ 特例期間における企業局特定任期付職員の特定任

期付職員業績手当の額は､ 給与規程第16条の規定に

よりその例によることとされる任期付職員条例第７

条第４項の規定にかかわらず､ 同項に定める額から

当該額に100分の４を乗じて得た額を減じた額とす

る｡

３ 特例期間における企業局特定任期付職員の期末手

当の額については､ 給与規程第20条の規定にかかわ

らず､ 特例条例第９条第３項及び第４項の規定の適

用を受ける任期付職員条例第７条第１項に規定する

特定任期付職員の例による｡

別表 (第２条関係)

料月額は､ 給与規程第３条第２項及び第19条の規定

によりその例によることとされる任期付職員条例第

７条第１項及び第３項の規定にかかわらず､ これら

の規定に定める額から当該額に100分の５を乗じて

得た額を減じた額とする｡ ただし､ 第２条第２項第

１号に掲げる額の算出の基礎となる給料月額は､ こ

れらの規定に定める額とする｡

２ 特例期間における企業局特定任期付職員の特定任

期付職員業績手当の額は､ 給与規程第16条の規定に

よりその例によることとされる任期付職員条例第７

条第４項の規定にかかわらず､ 同項に定める額から

当該額に100分の５を乗じて得た額を減じた額とす

る｡

３ 特例期間における企業局特定任期付職員の調整手

当及び期末手当の額については､ 給与規程第19条の

規定にかかわらず､ 特例条例第９条第３項及び第４

項の規定の適用を受ける任期付職員条例第７条第１

項に規定する特定任期付職員の例による｡

別表 (第２条関係)

給 料 表 対 象 者 給 料 表 対 象 者

給与条例第３条第１

項第１号に掲げる行

政職給料表

その職務の級が１級である

者のうちその号給が38号給以

下であるもの

給与条例第３条第１

項第１号に掲げる行

政職給料表

(１) その職務の級が１級で

ある者

(２) その職務の級が２級で

ある者のうちその号給が５

号給以下であるもの

現業給与規則第２条

第１項第１号に掲げ

る現業職給料表

その職務の級が１級である

者のうちその号給が38号給以

下であるもの

現業給与規則第２条

第１項第１号に掲げ

る現業職給料表

(１) その職務の級が１級で

ある者

(２) その職務の級が２級で

ある者のうちその号給が５

号給以下であるもの



企 業 局 訓 令

鳥取県企業局訓令第１号

企業局文書管理規程の一部を改正する訓令を次のように定める｡

平成18年３月31日

鳥取県知事 片 山 善 博

鳥取県企業局文書管理規程の一部を改正する訓令

鳥取県企業局文書管理規程 (平成６年鳥取県企業訓令第１号) の一部を次のように改正する｡

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分 (以下 ｢改正部分｣ という｡) を当該改正部分に対応する同表の改

正後の欄中下線が引かれた部分に改める｡

附 則

この訓令は､ 平成18年４月１日から施行する｡

鳥取県企業局訓令第２号

茗荷谷ダム操作規程の一部を改正する訓令を次のように定める｡

平成18年３月31日

鳥取県知事 片 山 善 博

茗荷谷ダム操作規程の一部を改正する訓令
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改 正 後 改 正 前

(定義)

第２条 この訓令において､ 次の各号に掲げる用語の

意義は､ 当該各号に定めるところによる｡

(１)～(６) 略

(７) 電子申請等システム 電子計算機を利用して､

電磁的方法により文書等の収受､ 起案､ 決裁､ 保

存､ 廃棄等の事務の処理及び文書等に係る情報の

総合的な管理等を行う情報処理システム (電子計

算機及びプログラムの集合体であって､ 情報処理

の業務を一体的に行うよう構成されたものをいう｡)

で､ 知事部局総務部政策法務室 (鳥取県行政組織

規則 (昭和39年鳥取県規則第13号) 第６条に規定

する政策法務室をいう｡) が所管するもの (｢電子

申請・総合文書管理・電子決裁システム｣ と呼称

する｡) をいう｡

(８)及び(９) 略

(定義)

第２条 この訓令において､ 次の各号に掲げる用語の

意義は､ 当該各号に定めるところによる｡

(１)～(６) 略

(７) 電子申請等システム 電子計算機を利用して､

電磁的方法により文書等の収受､ 起案､ 決裁､ 保

存､ 廃棄等の事務の処理及び文書等に係る情報の

総合的な管理等を行う情報処理システム (電子計

算機及びプログラムの集合体であって､ 情報処理

の業務を一体的に行うよう構成されたものをいう｡)

で､ 知事部局総務部総務課 (鳥取県行政組織規則

(昭和39年鳥取県規則第13号) 第６条に規定する

総務課をいう｡) が所管するもの (｢電子申請・総

合文書管理・電子決裁システム｣ と呼称する｡)

をいう｡

(８)及び(９) 略



茗荷谷ダム操作規程 (昭和50年鳥取県企業訓令第２号) の一部を次のように改正する｡

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分を同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める｡

附 則

この訓令は､ 平成18年４月１日から施行する｡
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改 正 後 改 正 前

別表第１ (第13条関係) 別表第１ (第13条関係)

通知の相手方 通知の方法 通知の相手方 通知の方法

名 称 担当機関の名称 名 称 担当機関の名称

(１) 知事 八頭総合事務所県土整備

局 維持管理課 加入電話

(１) 知事 八頭地方県土整備局 維

持管理課 加入電話

略 略

略 略
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